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序     文 

 

日本国政府は、モザンビーク国政府の要請に基づき、「ザンベジア州持続的給水・衛生改善プロジェ

クト」を実施することを決定し、2006 年 11 月に討議議事録（R/D）の署名をモザンビーク国政府と

取り交わした。これにより、2007 年 1 月から 2011 年 8 月までの約 4 年半のプロジェクトとして、独

立行政法人国際協力機構がこのプロジェクトを実施している。 
 
当機構は、プロジェクト開始から約 2 年が経過した 2008 年 10 月 26 日から 11 月 15 日まで、中間

評価調査団を現地に派遣し、モザンビーク側のカウンターパートと合同でこれまでの活動実績ならび

にその結果について、評価を行った。 
 
この評価結果は、ミニッツに取りまとめられ、モザンビーク国・日本国双方合意のもとに、署名交

換が行われた。本報告書は、今回の評価調査および協議結果をとりまとめたものであり、今後、本案

件を効果的、効率的に実施してゆくための参考として、広く活用されることを願うものである。 
 
終わりに、調査にご協力とご支援を戴いた関係各位に対し、心より感謝申し上げるとともに、引き

続き一層のご支援をお願いする次第である。 
 
 
2008 年 11 月 
 
 

独立行政法人 国際協力機構 
 
地球環境部 部長 中川 聞夫 
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要 約 表 

1. 案件の概要 

国名：モザンビーク共和国 案件名：ザンベジア州持続的給水・衛生改善プロジェクト

分野：水資源開発 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：地球環境部水資源第二課 協力金額（評価時点）：約 9360 万円 

先方関係機関：  

プロジェクト監督機関：公共事業住宅省 国家水利局

（DNA） 

プロジェクト実施機関：ザンベジア州公共事業住宅局

（DPOPH） 

日本側協力機関：日本テクノ㈱ 

協力期間 
R/D：2006 年 11 月 30 日 

2007 年 2 月～2011 年 7 月（4.5 年間）

他の関連協力：ザンベジア州地下水開発・村落給水計画

（無償資金協力：2000～2003 年） 

1-1. 協力の背景と概要 

 

モザンビーク共和国ザンベジア州は、同国の 10 州の中で最大規模の州であるが、社会インフラの整備が遅れ

ており、安全な水へのアクセス率は 16.3%（当時の UNICEF 資料より）と全国平均の 36.6%を下回り、5 歳未満児

の死亡率も 1000 人あたり 321 人と 10 州の中で最低水準だった。日本はザンベジア州北部 8 州において、無償

資金協力を通じて 152 本のハンドポンプ式の深井戸を建設し給水率の向上に貢献した。しかし、無償案件の効

果を住民の健康増進に結びつけるためには、住民の給水施設の維持管理体制を強化して安全な水へのアクセ

スを持続的なものにし、衛生施設の整備と衛生習慣の改善を図る必要があった。 

このような背景のもと、モザンビーク政府は無償資金協力によって供与された給水施設の維持管理体制の強

化と、衛生教育・普及による衛生改善を目的としたプロジェクトの実施を要請した。その後、2004 年に「水セク

タープロジェクトアドバイザー」がザンベジア州に派遣され、給水施設の維持管理体制を強化する必要性が確認

され、2005 年 8 月に基礎調査団が派遣された。これによって、無償案件で対象とした 8 郡のうち、モクバ郡、イレ

郡、ジレ郡、アルトモロクエ郡の 4 郡を技術協力の対象とすることでモザンビーク側と合意した。本案件の実施に

向け 2006 年 7 月に事前調査団が派遣され、両国間で協力内容について合意し、同年 11 月に本技術協力プロ

ジェクトの実施協議議事録（R/D）の署名が行われた。 

 

1-2. 協力内容 

 

(1) 上位目標 

• 対象コミュニティにおける住民の水因性疾患が減少する 

• ザンベジア州の対象４郡における給水施設の稼働数が増加する 

 

(2) プロジェクト目標 

• ターゲットグループにおける持続的な給水施設の利用と衛生習慣が改善される 
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(3) 成果（アウトプット） 

0) ステージ 2,3 で実施される詳細なプロジェクトのフレームワークと活動がプロジェクト関係者間で

共有される。 

1) 行政府（中央政府、DAS、郡政府）の連携による既存給水施設の維持管理および衛生習慣促進のた

めの支援体制が強化される。 

2) 対象コミュニティによる給水施設の運営・維持管理能力が強化される。 

3) 対象コミュニティにおいて適切な衛生習慣が促進される。 

 

(4) 投入（評価時点） 

 日本側： 

専門家派遣 4 人 （21.6MM） 

ブラジルでの第 3 国研修 2 人 （1.0MM） 

機材供与 約 191 万 8000 円 

現地業務費 約 7138 万 3000 円 

 

 相手国側： 

カウンターパート配置 15 人 

オフィススペースの提供 

  

2. 評価調査団の概要 

調査者 

（担当分野：氏名、所属先） 
担当 氏名 所属 
1. 団長 須藤 和男 JICA 地球環境部課題アドバイザー 
2. 地方給水 佐々木 洋介 国際協力専門員（地方給水） 
3. 評価企画 小島 岳晴 JICA 地球環境部水資源第２課 
4. 評価分析 南村 亜矢子 株式会社インターワークス 
    

調査期間  2008 年 10 月 26 日- 11 月 15 日 評価種類：中間評価 

3. 評価結果の概要 

3-1. 実績の確認 

 

(1) 成果（アウトプット）の達成度 

成果 0：ステージ 2,3 で実施される詳細なプロジェクトのフレームワークと活動がプロジェクト関係者間で共有さ

れる。 

 

プロジェクトの準備期間であるこのステージ 1 で、ベースライン調査、KAP 調査が実施され、対象地区の詳

細な状況が把握された。調査の結果を参考に、プロジェクトのフレームワークと活動について関係者間で協議

し、PDM1 と PO1 が作成され、PSC（州・郡レベルを対象とした運営委員会）と JCC で承認された。 

 

成果 1：行政府（中央政府、DAS、郡政府）の連携による既存給水施設の維持管理および衛生習慣促進のた

めの支援体制が強化される。 
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これまでは、給水施設の維持管理の支援体制の枠組みを構築することが主な活動であり、その活動を通じ

て州と郡のスタッフは給水施設の維持管理状況のモニタリングの重要性を十分認識し、州・郡のレベルで行う

べきサービスを供給できるよう能力を強化しつつある。具体的な成果は、モクバ郡、イレ郡の給水ポイントをカ

バーしたインベントリーのデータベースが作成され、給水施設の維持管理状況が把握できるようになったこと、

コミュニティレベルから州レベルまでの給水・衛生改善に関するモニタリング体制の具体的な枠組みが構築さ

れたこと、ターゲットの 4 郡で運用可能だと考えられるスペアパーツの供給網のモデルが構築されたこと、ハン

ドポンプ修理工、郡 C/P に対するスペアパーツ供給網のトレーニングが実施され、故障したハンドポンプの修

理ができるようになったこと、教育、保健、環境などの関連セクター間のコーディネーションを促進するために

州・郡の職員で構成される水衛生調整委員会を州・郡のそれぞれのレベルで設立することが合意されたこと、

PEC コントラクターの委託業務を通じて、C/P の委託マネジメントの能力が向上されたことなどである。 

 

成果 2：対象コミュニティにおける給水施設の維持管理体制が強化される 

 

これまではコミュニティに対して国の水政策や水管理委員会の重要性の説明を行い、住民組織の組織化に

向けての意識付けや水管理委員会の活性化、水管理委員会の中に設置されたメンテナンスグループへのト

レーニングを中心に実施してきた。対象コミュニティの住民も給水施設の維持管理の必要性について理解を

深めており、水管理委員会の活性化が進んでいる。これによって、モクバ郡、イレ郡では給水施設の維持管

理体制の枠組みが構築され、コミュニティによる給水施設の維持管理体制が整ったといえる。 

 

成果 3：対象コミュニティにおける衛生環境が改善される 

 

これまでは、コミュニティで衛生習慣の促進を実施するための基盤作りが中心であり、対象コミュニティでの

本格的な衛生習慣を促進する体制が整ったといえる。基盤作りの活動では、ステージ 1 で実施されたベース

ライン調査と KAP 調査の結果を検討して、対象 4 郡からプロジェクトの対象校を選定し、衛生習慣の改善を

促進する一環として、対象校に対して雨水貯水タンクとトイレの建設を実施した。さらに、学校水衛生委員会

の設立を支援し、教員を対象に学校での衛生教育活動の促進に関するトレーニングを実施した。コミュニティ

では、世帯用トイレのオプションの中から、コミュニティで取り入れることが可能なタイプを住民自身が選択し、

デモンストレーション用のモデルトイレとして建設されている。 

 

(2) プロジェクト目標の達成度（見込み） 

プロジェクト目標：ターゲットグループにおける持続的な給水施設の利用と衛生習慣が改善される 

 

これまでは、モデルの構築や基盤作りが活動の中心だったので、現時点で目に見えるような成果があがっ

ているとはいえないが、プロジェクトで予定されている活動が順調に進めば、プロジェクト目標は達成されると

予想される。 

プロジェクト活動を円滑に進め、プロジェクト目標を達成するためには、モザンビーク側がプロジェクト活動

の予算を確保することと、活動現場が郡中心になるので郡カウンターパートの関与度・オーナーシップをより一

層高めることが鍵になってくる。モザンビーク側のコスト負担については、予算措置を確実にするためにプロ
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ジェクト活動を州・郡の年間計画に含める必要がある。郡カウンターパートの関与度については、プロジェクト

活動が郡にシフトしていくにつれて郡カウンターパートの関与度も高まっており、今後は彼らのオーナーシップ

もより一層高まることが期待できる。 

 

3-2. 評価結果の要約 

 

(1) 妥当性 

プロジェクトは以下の点において妥当性が高いと判断できる。 

• 2007 年に改訂された水政策によると、モザンビーク政府も 2015 年のミレニアム開発目標（MDGs）の

「No.10 安全な水と衛生施設へのアクセスを向上させる」に取り組んでおり、水政策では、2015 年までに

給水率を 70%まで向上させることを目標に掲げている。絶対的貧困削減行動計画 2006-2009（PAPRAII）

でも、地方給水率を 55%に向上させることを目標として掲げている。これらの点は、給水衛生の改善を目

的としたプロジェクト内容と合致している。さらに水政策では、村落部での給水の責任は郡・コミュニティレ

ベルが負うものと規定しており、郡やコミュニティレベルの給水施設の維持管理能力の向上を主な戦略と

している本プロジェクトの内容と合致している。 

• 日本政府は、ODA 大綱、ODA 中期戦略（2005 年 2 月）で、貧困を削減するための戦略のひとつとして、

安全な水と衛生施設の供給に重点を置くとしている。したがって、日本政府の戦略とも整合性がある。 

• ターゲットグループの選定には、プロジェクトの準備期間として位置づけられたステージ 1 でベースライン

調査、KAP 調査が実施され、その結果に基づいてターゲットグループが具体的に選定された。さらに

JICA の運営指導調査団の提言にしたがって、無償資金協力で建設されたハンドポンプで故障した施設

も対象として含め、さまざまな経験から給水施設の維持管理を行った。以上の点から、ターゲットグループ

の選定は妥当だったと判断できる。 

• 本プロジェクトでは 6 ヶ月間の準備期間としてステージ 1 が設定された。これによって、プロジェクトはカウ

ンターパートのキャパシティの現状、ベースライン調査や KAP 調査によって対象郡の状況の把握、PDM

の改訂などの業務を遂行することができ、本格的なプロジェクト実施に向けての準備ができた。 

 

(2) 有効性 

本プロジェクトは以下の点で有効だといえる。 

• 現時点でプロジェクトの有効性を阻害するような要因は特定されず、順調にプロジェクトの活動が進め

ば、プロジェクト目標は達成されると思われる。 

• PDM で設定されている成果（アウトプット）はプロジェクト目標を達成するために有効な手段であり、「対象

コミュニティにおいて給水・衛生施設の持続的・衛生的な利用が可能になる」と判断できる。 

• プロジェクト目標の達成のために鍵となるのは、プロジェクトの前半で構築した給水施設の維持管理・衛

生習慣のモニタリング体制とスペアパーツの供給網のモデルが、モクバ郡、イレ郡でスムーズに実施され

るかどうか、先行のモクバ郡、イレ郡のカウンターパートがアルトモロクエ郡とジレ郡での活動をどの程度

サポートできるかである。 

 

(3) 効率性 

本プロジェクトは以下の点で効率性が高いといえる。 



 v

 

• R/D で合意されたモザンビーク側のコストが負担されず活動に影響したことがあったが、全般的にプロ

ジェクトの活動は順調である。 

• 年 2 回開催される州レベルの運営委員会（PSC）がうまく機能しており、関係者間でのプロジェクトの進捗

度のチェック、情報共有、将来の活動計画に関する議論などが行われている。投入はプロジェクトの活動

に十分活用され、質・量ともに適切だった。 

• プロジェクトでは PDM がプロジェクトの運営管理にうまく活用されており、PDM の成果の指標を発現する

ために必要なステップ、詳細な活動、役割分担、具体的なスケジュールがプロジェクトチームで協議され

ていた。これによってカウンターパートは、自身の役割と責任範囲が明らかになると同時に、目指すべき

方向を共有することができた。 

 

(4) インパクト 

• プロジェクトで発現が期待されているインパクトは、1)対象コミュニティにおける住民の水因性疾患が減少

すると、2)ザンベジア州の対象４郡における給水施設の稼働数が増加する。 

• プロジェクトの成果は非常に目に見えにくいため、上記 2 つのインパクトに関して共通していえることは、

大小さまざまなグッド・プラクティス（よい事例）を積み上げ、それをコミュニティ、郡・州・中央政府にそれを

示し、プロジェクトで構築したモデルや活動が効果的なものだと周知してもらうことが重要である。 

 

(5) 自立発展性 

• プロジェクトで構築されたモニタリングのモデルとスペアパーツ供給網のモデルの効果を持続させ、プロ

ジェクトの対象外のコミュニティや郡に広げるためには、モデルが公式なものとして認知されることが重要

である。 

• 地方分権化のシステムがスムーズに動き出せば、給水施設の維持管理費が確保されると予想されるが、

引き続き維持管理費の財源がどのように活用されるのかは注視する必要がある。 

• プロジェクトで導入された給水施設の維持管理に関する知識、方法、考え方はカウンターパートに受け入

れられている。 

• プロジェクトで実施している給水施設の維持管理方法は、他のドナーや NGO によって建設されたハンド

ポンプ式深井戸（Afridev）の維持管理にも活用できるので、この点でも技術面の汎用性は高く、自立発展

性が確保できるといえる。 

• プロジェクト期間中、カウンターパートやコミュニティへの継続的な（フォローアップ的な）トレーニングを実

施して、技術面の自立発展性をより確実にすることが重要である。 

 

3-3. 効果発現に貢献した要因/ 問題点及び問題を惹起した要因 

 

限られた投入の中で、PDM をうまくプロジェクトの活動計画、進捗確認に活用していること、プロジェクトの運営

状況について協議する州レベルの運営委員会がうまく機能していることなどが、これまでプロジェクトが円滑に進

んでいる要因だといえる。 

 



 vi

3-4. 結論 

 

プロジェクトは人材育成、組織強化を中心とした協力内容であるため、具体的な成果が見えにくい上に、プロ

セスを重視した活動が多く、時間と根気が必要である。専門家は限られたアサイメントの中で粘り強く活動を続け

ており、モデルの枠組みができつつある現在、カウンターパート側もプロジェクトの方向性を明確に理解し始め、

モチベーション、オーナーシップを高めている。プロジェクトの活動にも大きな遅延はなく全般的に順調であり、

今後も計画通りに活動が行われ、カウンターパートも現在のモチベーションを維持あるいはさらに高めることが期

待される。今後は、先行 2 郡でのモデルの運用が始まること、かつプロジェクト活動の対象が他の 2 郡へ拡大す

ることを考慮すると、今までに以上にプロジェクトの活動を郡レベルにシフトし、プロジェクトの活動を効率的に実

施する必要があるといえる。 

 

3-5. 提言 

 

(1) PDM の活用 

本プロジェクト開始後、専門家チームの主導により２回の PDM の改定を行い、PDM の活動項目や指標、PO

を精緻化してきた。専門家チームはその過程を通じ、カウンターパートにも PDM 及び PO を意識させつつ、プロ

ジェクトの進捗管理を行っているためプロジェクトは大きな遅れもなく、所期の成果を挙げ、円滑に進展している。

このような PDM・PO を活用したプロジェクトの進捗・工程管理に関する専門家チームの高い意識が、プロジェクト

計画に沿って活動が凡そ進展してきた大きな要因である。引き続き、PDM を積極的に活用し、プロジェクト管理・

理解促進を進めていくべきである。 

 

(2) ステージ 3 の活動 

これまでのプロジェクト活動を通じ、ザンベジア州政府の公共事業・住宅部水・衛生課のカウンターパート能力

は一定程度向上したと思われる。2009 年から新たに対象郡が 2 郡加わり、4 郡を対象とした活動を行うことになる

が、本プロジェクトはコミュニティにおける井戸・ハンドポンプの補修・維持管理の仕組みづくり、手洗い、トイレの

利用の啓発が主目的であるので、今後は本プロジェクトの活動を通じ向上した州政府のカウンターパートの能力

も活用しつつ、よりコミュニティに近い郡庁のカウンターパートにさらに重点を置いた活動を実施すべきである。 

 

(3) 中央政府の関与 

本プロジェクトのカウンターパート機関であるザンベジア州 DPOPH は、限られた予算・人員のもと尽力している

といえる。また、中央政府機関である MOPH も、PSC 等の要所においては担当者を派遣する等、一定の関心は

持っている。しかし、MOPH は、本プロジェクトにおいて主体的な役割を果たすまでには至っていない。MOPH

に対し、専門家が一層働きかける、あるいは、MOPH に対し専門家が直接的に何らかの協力を行う、というのは

プロジェクトの実情からして困難であるが、機を見て JICA モザンビーク事務所等から働きかけを行うのは可能と

思われる。 
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第1章 中間評価調査の概要 

1－1 中間評価調査団派遣の目的 
本調査は、当該プロジェクトの協力期間（６年間）の中間地点を迎え、プロジェクトが順調に効果

発現に向けて実施されているかどうかを検証し、プロジェクト内容の改善に資することを目的とする。

主要な作業内容は以下のとおり。 

（1）活動計画に基づき、プロジェクトの投入実績、活動実績、計画達成度を調査・確認し、問題

点を整理する。 

（2）評価 5 項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、自立発展性）の観点から、プロジェク

トを評価し、その結果をプロジェクト・チーム及びモザンビーク側に報告するとともに、改

善が必要と思われる点があれば提言を行う。 

（3）今後の活動の方向性について、関係者間において合意形成を図る。 

1－2 中間評価調査団の構成 
 

担当 氏名 所属 
団長 須藤 和男 JICA 地球環境部課題アドバイザー 
地方給水 佐々木 洋介 国際協力専門員（地方給水） 
評価企画 小島 岳晴 JICA 地球環境部水資源第２課 
評価分析 南村 亜矢子 株式会社インターワークス 

1－3 調査日程（敬称略） 
 

 南村 須藤、佐々木、小島 
10/26 日 ・1825NRT(JL735)⇒2230HKG、

2350HKG(SA287)⇒ 
10/27 月  ⇒0715JNB、0935JNB(SA142)⇒

MPM1040 
・MOPH/DNA、JICA モザンビーク事

務所表敬 
10/28 火 ・CFPAS 訪問 

・1830MPM(TM140)⇒2040Quelimane
10/29 水 ・DPOPH/DAS との協議 
10/30 木 ・ワークショップ参加 
10/31 金 ・ワークショップ参加 
11/1 土 ・内部協議・資料整理 
11/2 日 ・内部協議・資料整理 

 

11/3 月 ・DPOPH/DAS との協議 ・1825NRT(JL735)⇒2230HKG 
・2350HKG(SA287)⇒ 
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 南村 須藤、佐々木、小島 
11/4 火 ・JICA 専門家との協議  ⇒0715JNB、0935JNB(SA142)⇒ 

  1040MPM 
・MOPH/DNA 表敬、JICAモザンビーク

事務所、在モザンビーク大使館表敬

11/5 水 ・DPOPH/DAS との協議 ・1100MPM(TM142)⇒1400Quelimane 
・DPOPH/DAS 表敬 

11/6 木 ・DPOPH/DAS との協議 
11/7 金 ・サイト調査 
11/8 土 ・サイト調査 
11/9 日 ・内部協議・資料整理 

11/10 月 ・DPOPH/DAS との協議 
11/11 火 ・PSC、MM 署名 
11/12 水 ・1430Quelimane(TM140)⇒1610MPM 
11/13 木 ・MOPH/DNA、在モザンビーク大使館・JICA モザンビーク事務所報告 
11/14 金 ・1140MPM(SA143)⇒1250JNB、1650JNB(SA286)⇒ 
11/15 土  ⇒1215HKG、1525HKG(JL732)⇒2015NRT 

 

1－4  中間評価の方法 
（1）評価対象期間 

・ プロジェクトが開始された 2007 年 2 月から 2008 年 10 月中旬までの投入・活動を調査し、

これに基づいて全体の評価を行う。 
 

（2）データ収集方法 
・ 2008 年 10 月の時点で所属しているカウンターパートに対して、事前にアンケート調査で

情報を収集する。 
・ プロジェクト報告書、既存資料、専門家へのヒアリング、C/P へのアンケート、その他関

係者へのヒアリング等を通じてデータ収集を行う。 
・ 10 月に開催するワークショップを通じて、追加情報を収集する。 

 
（3）PDM の改訂 

・ 各種収集情報や評価を踏まえ、プロジェクト目標を達成するために必要に応じて後半期間

の活動・成果を見直すとともに、プロジェクトの目標・成果をより的確に評価するため、

必要に応じて PDM2 を改定し M/M にて合意する。 
・ PDM 改訂のために、下記事項を十分に確認・検討する。 
- プロジェクト目標・成果：目標と成果の達成度合いをより適切に表現できる指標の追加、

達成阻害要因の解決方法の検討 
- プロジェクト活動：PO 表の更なる明確化、具体化 
- 政策・戦略領域：C/P の政策策定能力の強化の具体的方法 
- 中央政府、州、郡、集落の各関係者は主体的に参加しているか 
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（4）評価グリッドの作成とグリッドに基づく評価 
・ 現行プロジェクト PDM2 に基づき、評価グリッドを作成し、原則として各項目において、

段階評定（Ａ，Ｂ，Ｃ，Ｄの 4 段階）を行う。
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第2章 プロジェクトの実績と現状 

2－1 投入の実績 

2－1－1 日本側の投入 
（1）専門家派遣（詳細は添付資料 1 参照） 

プロジェクト開始から2008年10月までに派遣された専門家の担当分野とアサイメント期間

は次のとおり。 

担当分野 人数 MM
総括/ 村落給水・衛生/組織能力強化 1 7.6 
給水施設維持管理 1 5.4
社会調査/ PCM 計画策定 1 4.4
衛生普及/ 組織能力強化 2 1 4.1
合計 4 21.6

 
（2）ブラジルでの第 3 国研修（詳細は添付資料 1 参照） 

2008 年 11 月時点で、2 人のカウンターパートがブラジルでの第 3 国研修に参加した（合計

1.0MM）。 

（3）供与機材（詳細は添付資料 1 参照） 
2008 年 11 月時点で、1 万 7543 米ドル（約 191 万 8000 円）の機材が供与された。（USD= 

JPY109.33 円 2008 年 9 月現在、JICA のホームページの「平成 20 年度精算レート表」に基づ

く） 

（4）現地業務費（詳細は添付資料 1 参照） 
2009 年 3 月までに 65 万 2913 米ドル（約 7138 万 3000 円）が投入される予定である。（1-2

年時は実績、3 年次は予算を参照している点に留意する。詳細は添付資料を参照。）（USD= 
JPY109.33 円 2008 年 9 月現在、JICA のホームページの「平成 20 年度精算レート表」に基づ

く） 

2－1－2 モザンビーク側の投入 
（1）カウンターパートの配置 

2008 年 11 月の時点で、15 人のカウンターパートが配置された。 

組織 分野 人数
プロジェクト監督者/ JCC 議長 1公共事業住宅省 

国家水利局 プロジェクト担当者 2
ザンベジア州 
公共事業住宅局 

プロジェクト・マネージャー/ PSC 議長/ JCC メンバー 1

給水・衛生部 プロジェクト・技術マネージャー/ JCC・PSC メンバー 1
 州カウンターパート 2
郡政府 郡政府 PSC メンバーPSC 4
 郡カウンターパート 4
 合計 15
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（2）土地、施設、機材の提供 
・ 日本人専門家のオフィススペース 

2－2 活動の実施状況 
プロジェクトの活動は、3 つのステージに分けられている。 

（1）ステージ 1（2007 年 2 月～7 月）：準備期間 

（2）ステージ 2（2007 年 8 月～2009 年 3 月）：主に州カウンターパートの能力強化とモクバ郡・

イレ郡で活動 

（3）ステージ 3（2009 年 4 月～2011 年 3 月）：アルトモロクエ郡、ジレ郡を対象地域に加えて 4
郡で活動 

 
出所：プロジェクト作成資料（2007 年 2 月インセプションレポート） 
 
中間評価時点では、ステージ 2 の終盤にさしかかった段階であり、全体的にプロジェクトの活動は

計画どおりに実施されていた。PEC 活動（Participatory community education：村落給水・衛生開発に

伴う住民の啓発活動）の遅れやモザンビーク側の予算措置の遅れ1などがあったが、活動全体の進捗

に大きな影響を及ぼすほどではなかった。プロジェクト期間の初期は、郡カウンターパートのプロ

ジェクトへの関与度は低かったが、活動が進むにつれて高まってきた。今後はこれまで以上に、郡が

活動現場の中心になるため、郡カウンターパートの積極的な参画が期待できる。活動の詳細な進捗状

況は、添付資料 8 の PO2 を参照。 

2－3 成果（アウトプット）の達成状況 
 

＜成果 0＞ 
ステージ 2,3 で実施される詳細なプロジェクトのフレームワークと活動がプロジェクト関係者間

で共有される。 

 
                                                   
 
1 具体的には、R/D で合意されたモザンビーク側のコスト負担（C/P の日当宿泊費の負担）について、モザンビーク

内部のコミュケーションがうまく取れておらず、結果的に予算措置が適切に行われていなかった。 
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慣の改善を促進する一環として、対象校に対して雨水貯水タンクとトイレ建設を実施し、学校

水衛生委員会6の設立を支援した。コミュニティレベルでは、世帯用トイレのオプションの中

から、コミュニティで取り入れることが可能なタイプを住民自身が選択し、これらをデモンス

トレーション用のモデルトイレとして建設している。これまでの具体的な成果は次のとおり。 

これまでの成果 今後の活動の留意点 

PEC 活動を通じて水管理委員会を活性化し、衛生面での活動を行う

必要性について住民の意識化を行った。 

対象コミュニティの状況に合致したトイレを 3 タイプ特定し、コ

ミュニティレベルで活動を行う衛生普及活動員（アクティビスタ）

とトイレ建設工7に対するトレーニングを実施した。 

対象校における衛生施設の状況について詳細な調査を実施し、対象

校での学校水衛生委員会の設立を支援した。さらに教員を対象に学

校での衛生教育活動の促進に関するトレーニングを実施した。 

PEC 活動における HIV/AIDS の活動方針を決定した。 

コミュニティに直接関わる活

動が本格化するので、各活動

が順調に進むようにモニタリ

ングする。 

 

KAP 調査に関しては、ステージ 1 で現地再委託を通じて実施された。今後のモクバ郡、イ

レ郡での衛生習慣の促進状況とプロジェクト目標の達成度の検証は KAP 調査を通じて行う必

要があるが、自立発展性を考慮して、再委託を活用せずに C/P 自身で実施できる簡易的な KAP
調査の実施体制を検討する必要がある。 

2－4 プロジェクト目標の達成見込み 
 

＜プロジェクト目標＞ 
ターゲットグループにおける持続的な給水施設の利用と衛生習慣が改善される 

＜指標＞ 
（1）飲料水としてハンドポンプ式の深井戸を利用している世帯が、2011 年までに雨期、乾期と

もに、モクバ郡 45.0%、イレ郡 26.7%から 100%に、アルトモロクエ郡 39.2%、ジレ郡 47.5%
から 80%に増加する。 

（2）適正な手洗いを慣行している世帯が、2011 年までにモクバ郡 3.8%、イレ郡 2.5%から 50%に、

アルトモロクエ郡 12.5%、ジレ郡 1.5%から 30%に増加する。 
（3）ラトリンを適切に使用している世帯が、2011 年までにモクバ郡 12.5%、イレ郡 8.3%から 50%

に、アルトモロクエ郡 11.3%、ジレ郡 14.2%から 30%に増加する。 

                                                   
 
6 学校水衛生委員会は、教員、生徒、父母会の各代表から構成されている。学校での衛生教育活動の促進を担当する

教員は、EP1（Grade 1-5）レベルの学校から１名ずつ、EPC（Grade 1-7）レベルの学校は 2 名ずつトレーニングを

受けている。 
7 トイレ建設工はプロジェクト対象地域の住民の中から選定されており、対象コミュニティが位置するロカリダード

ごとに 4 名ずつの養成を計画している。10 月末時点では 2 郡で計 20 名（モクバ郡 6 名、イレ郡 14 名）がトレーニ

ングを受けた。プロジェクトでは、コミュニティの各世帯に対するトイレ建設は実施しないが、今後コミュニティ

でのトイレ建設をスムーズに行い、各家庭でのトイレ数を増加させる目的で、プロジェクトでトイレ建設工を養成

している。 
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「成果」で述べたように、モデルの構築や基盤作りが活動の中心だったので、現時点で目に見える

ような成果があがっているとはいえないが、プロジェクトの進捗状況は良好なので、プロジェクトで

予定されている活動が順調に進めば、プロジェクト目標は達成されると予想される。 

今後もプロジェクト活動を円滑に進めてプロジェクト目標を達成するためには、モザンビーク側が

プロジェクト活動の予算を確保することと、活動現場が郡中心になるので郡 C/P の関与度・オーナー

シップをより一層高めることが鍵になってくる。モザンビーク側のコスト負担については、予算措置

を確実にするためにプロジェクト活動を州・郡の年間計画に含める必要がある。郡 C/P の関与度につ

いては、プロジェクト活動が郡にシフトしていくにつれて郡 C/P の関与度も高まっており、今後は関

与度、オーナーシップがより一層高まることが期待できる。 

2－5 プロジェクトの実施プロセス 
プロジェクトの実施プロセスは良好だといえる。プロジェクトでは、合同調整委員会（Joint 

Coordination Committee: JCC）と州運営委員会（Provincial Steering Committee：PSC）の 2 つのレベル

の委員会が設置されている。JCC は中央レベルにおいて、プロジェクトの運営に関してアドバイスや

調整を行う委員会で年 1 回開催される。PSC は州レベルで技術的なアドバイスやプロジェクト実施面

での調整を行う機関で半年に 1 回開催される。プロジェクトは郡レベルを中心に活動を行っているの

で、その郡の関係者を含めた PSC を設置したことによってプロジェクト運営がスムーズに行われて

いる。専門家と C/P のコミュニケーションは良好であり、プロジェクトの活動が進むにつれ、州レベ

ルの C/P のオーナーシップも高まってきた。さらに活動の現場となる郡の C/P を交えて活動の詳細計

画を立案・確認する場を設けるなどの工夫がされており8、これによって郡レベルの関与度も高まっ

てきた。プロジェクトでは、活動の進捗管理、今後の活動の計画を確認する際に PDM をうまく活用

している。具体的には、PDM の指標の定義を整理し9、それを基準に進捗管理用のモニタリングシー

ト（添付資料 11 参照）を作成して、プロジェクトチーム内で定期的に進捗を確認したり、指標を達

成するために必要となる活動をブレイクダウンして、その活動の実施時期・期限、責任者などを協議

して決定している。

                                                   
 
8 具体的には、州・郡のカウンターパートを対象としたワークショップを開催しており、そこでプロジェクトの進捗

の確認、PDM の指標の見直し、今後の計画を議論している。今回の中間評価調査中の 10 月 30-31 日にもワークショッ

プが開催され、スペアパーツ供給網のモデルの確認、給水ポイントのモニタリング体制の確認とモニタリング

フォーマット作成のスケジュール確認、指標の見直し、外部条件の発現状況の確認などが行われた。ワークショッ

プはカウンターパートの参加を重視するため、彼らによるプレゼン機会（例えば州カウンターパートが郡カウン

ターパートに対してモニタリング方法の説明を行う）を増やしており、これによって州カウンターパートが自信を

つけると同時に彼らのオーナーシップも高まっている。詳細は、添付資料 3 を参照。 
9 指標については細かい解釈が人によって異なるケースが多いので、このプロジェクトのように、指標で述べられて

いる文言や実現されると期待している状況について明確に定義づけをすることは重要であり、プロジェクトマネジ

メントの観点から非常に参考になる。これによってプロジェクト関係者が共通の認識をもつこと、達成すべき状況

についてより明確なイメージが持てることなどのメリットがある。 



 3-1

第3章 評価 5 項目による評価結果 

3－1 妥当性 

プロジェクトは以下の点において妥当性が高いと判断できる。 

（1）モザンビーク政府の政策との整合性 
2007 年に改訂された水政策によると、モザンビーク政府も 2015 年のミレニアム開発目標

（MDGs）の「No.10 安全な水と衛生施設へのアクセスを向上させる」に取り組んでいる。水

政策では、2015 年までに給水率を 70%まで向上させることを目標に掲げている。貧困削減戦

略書と同等の位置づけである絶対的貧困削減行動計画 2006-2009（PAPRAII）でも、地方給水

率を 55%に向上させることを目標として掲げている。これらの点は、給水衛生の改善を目的

としたプロジェクト内容と合致している。さらに水政策では、村落部での給水の責任は郡・コ

ミュニティレベルが負うものと規定しており、郡やコミュニティレベルの給水施設の維持管理

能力の向上を主な戦略としているプロジェクトの内容と合致している。 

（2）日本政府の政策との整合性 
日本政府は、ODA 大綱、ODA 中期戦略（2005 年 2 月）で、貧困を削減するための戦略の

ひとつとして、安全な水と衛生施設の供給に重点を置くとしている。したがって、日本政府の

戦略とも整合性がある。 

（3）ターゲットグループ選定の妥当性 
ターゲットグループの選定には、プロジェクトの準備期間として位置づけられたステージ 1

でベースライン調査、KAP 調査が実施され、その結果に基づいてターゲットグループが具体

的に選定された。さらに JICA の運営指導調査団の提言にしたがって、無償資金協力で建設さ

れたハンドポンプで故障した施設も対象として含め、さまざまな経験から給水施設の維持管理

を行った。以上の点から、ターゲットグループの選定は妥当だったと判断できる。 

（4）プロジェクト計画の妥当性 
プロジェクトでは 6 ヶ月間の準備期間としてステージ 1 が設定された。これによって、プロ

ジェクトはカウンターパートのキャパシティの現状、ベースライン調査や KAP 調査によって

対象郡の状況の把握、PDM の改訂などの業務を遂行することができ、本格的なプロジェクト

実施に向けての準備ができた。 

3－2 有効性 
これまでと同様に順調にプロジェクトの活動が進めば、プロジェクト目標は達成されると思われる。

現時点でプロジェクトの有効性を阻害するような要因は特定されず、PDM で設定されている成果（ア

ウトプット）はプロジェクト目標である「対象コミュニティにおいて給水・衛生施設の持続的・衛生

的な利用が可能になる」を達成するために有効な手段であると判断できる。この目標達成に向けて、

プロジェクトの前半で構築された給水施設の維持管理とコミュニティレベルでの衛生習慣のモニタ

リング体制、スペアパーツの供給網などのモデルが、モクバ郡、イレ郡でスムーズに実施されるかど

うか、先行のモクバ郡、イレ郡の C/P がアルトモロクエ郡とジレ郡での活動をどの程度サポートでき

るかが鍵となってくるといえる。 
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3－3 効率性 
これまでのところ、プロジェクトの効率性は高いといえる。R/D で合意されたモザンビーク側のコ

ストが負担されず活動に影響したことがあったが、全般的にプロジェクトの活動は順調である。年 2
回開催される州レベルの運営委員会（PSC）がうまく機能しており、関係者間でのプロジェクトの進

捗度のチェック、情報共有、将来の活動計画に関する議論などが行われている。投入はプロジェクト

の活動に十分活用され、質・量ともに適切だったとプロジェクト関係者は認識している。さらに、プ

ロジェクトでは PDM がプロジェクトの運営管理にうまく活用されており、PDM の成果の指標を発

現するために必要なステップ、詳細な活動、役割分担、具体的なスケジュールがプロジェクトチーム

で協議されていた。これによって C/P は、自身の役割と責任範囲が明らかになると同時に、目指すべ

き方向を共有することができたといえる。 

今後は、プロジェクト活動の対象がアルトモロクエ郡とジレ郡に拡大する上に、既に活動を開始し

ているモクバ郡とイレ郡でのモニタリング活動（モデルの検証など）も同時並行で実施していくこと

になるため、プロジェクトは今まで以上に郡での活動に重点を置く必要が出てくると考えられる。 

3－4 インパクト 
プロジェクトでは 2 つの直接的なインパクト－1）対象コミュニティにおける住民の水因性疾患が

減少する、2）ザンベジア州の対象４郡における給水施設の稼働数が増加する－が発現することを期

待している。1）の水因性疾患の減少については、PDM の外部条件に設定されているように、プライ

マリヘルスケアのサービスが改善される必要もあるが、州・郡政府が独自で PEC 活動を他の地域で

実施できれば、達成されると考えられる。給水施設の維持管理体制については、プロジェクト内で州・

モデル郡での維持管理体制が機能し、その効果がみられれば、他郡へこのモデルを普及できる可能性

が高いといえる。 

ただし、プロジェクトの成果は非常に目に見えにくいため、上記 2 つのインパクトに関して共通し

ていえることは、大小さまざまなグッド・プラクティス（よい事例）を積み上げ、それをコミュニティ、

郡・州・中央政府にそれを示し、プロジェクトで構築したモデルや活動が効果的なものだと周知して

もらうことである。これによって、政策文書に記載されている「給水施設の維持管理の重要性・必要

性」に対して政府のより一層のコミットメントが得られる可能性も高まる。コミュニティレベルでの

給水施設の維持管理と衛生習慣の改善については、人々の習慣を変えることは非常に難しく時間を要

する。したがって、プロジェクトの活動におけるグッド・プラクティスをまとめて、給水ポイントの

維持管理を実施した結果、あるいは衛生習慣を改善した結果起こったポジティブなことを他の地域に

伝えていくことが、人々の衛生習慣に対する姿勢を変える可能性を高めると考えられる。 

3－5 自立発展性 
（1）制度面の自立発展性 

プロジェクトで構築されたモニタリングのモデルとスペアパーツ供給網のモデルの効果を

持続させ、プロジェクトの対象外のコミュニティや郡に広げるためには、モデルが公式なもの

として認知されることが重要である。特にスペアパーツ供給網は、コミュニティ、ハンドポン

プ修理工、ロカリダード（村落の上位行政区画）、郡政府などさまざまなレベルでスペアパー

ツをストックするという新しい仕組みを導入しているので、このモデルがザンベジア州にとっ

て有効かどうかを検証することが重要である。給水ポイントの維持管理の枠組みについても同
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様にその有効性を検証し、プロジェクトで考案されたモニタリングフォーマットが将来的に公

認されることが望まれる。 

（2）財政面の自立発展性 
モザンビークでは地方分権化が進められており、給水施設の維持管理は州と郡が責任を負う

ことになり、その予算も州・郡レベルに下りることになった。しかし、今年は地方分権化の実

施 1 年目であり、送金システム（手続き）等に混乱があり、予算が郡まで下りるまでに時間を

要した。地方分権化のシステムがスムーズに動き出せば、給水施設の維持管理費が確保される

と予想されるが、引き続き維持管理費の財源がどのように活用されるのかは注視しておく必要

がある。プロジェクトで実施したような PEC コントラクターを活用したコニュニティでの

PEC 活動には費用がかかるので、今後は州あるいは郡政府の予算でカバーできる PEC 活動の

方法を考案する等の対応策を検討する必要がある。 

（3）技術面の自立発展性 
プロジェクトで導入された給水施設の維持管理に関する知識、方法、考え方はカウンター

パートに受け入れられている。活動が進むにつれてカウンターパートの学ぶ意欲が向上してお

り、プロジェクトで得た経験を他の地域でも活用すべきだという考えが浸透してきている。プ

ロジェクトで実施している給水施設の維持管理方法は、他のドナーや NGO によって建設され

たハンドポンプ式深井戸（Afridev）の維持管理にも活用できるので、この点でも技術面の汎

用性は高く、自立発展性が確保できるといえる。プロジェクト期間中、カウンターパートやコ

ミュニティへの継続的な（フォローアップ的な）トレーニングを実施して、技術面の自立発展

性をより確実にすることが重要である。 
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第4章 PDM の修正 

中間評価調査の実施までに、PDM の改訂は 2 回実施され、JCC、PSC で承認された。1 回目の改訂

は、ステージ 1 の終盤に実施されたもので、PDM0 のロジックのチェックと「プロジェクト要約」の

内容の明確化、ベースライン調査の結果をもとにプロジェクトの達成度を測れる適切な指標の設定が

行われた。プロジェクト目標と上位目標のロジックを検証した結果、プロジェクト目標を達成するこ

とによって給水施設面でのインパクトも予期できると判断され、「ザンベジア州の対象 4 郡における

給水施設の稼働数が増加する」という上位目標が追加された（PDM1）。その他の詳細な変更点は、

添付資料 7 を参照。 

2 回目は指標の改訂が中心であり、追加ベースライン調査の結果を反映して、より具体的な指標を

設定した（PDM2）。PDM1の改訂は、プロジェクトチーム内での協議によって最終版を作成し、その

後 PSC と JCC での承認という正式な手続きに則って実施されている。 

2008 年 10 月の時点で、プロジェクトで PDM2のいくつかの指標の妥当性について再度協議し、

PDM3 のドラフト案が作成された。中間評価調査団で PDM3（案）について検討した結果、指標の改

訂は妥当なものであると判断された。その他、「プロジェクト要約」の文言について対象範囲をより

明確に記載するなどの変更を加えた。詳細は添付資料 8 を参照。 
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第5章 結論 

プロジェクトは人材育成、組織強化を中心とした協力内容であるため、具体的な成果が見えにくい

上に、プロセスを重視した活動が多く、目に見える成果を生み出すまで時間と根気が必要である。専

門家は限られたアサイメントの中で粘り強く活動を続けており、モデルの枠組みができつつある現在、

C/P 側もプロジェクトの方向性を明確に理解し始め、モチベーション、オーナーシップを高めている。

プロジェクトの活動にも大きな遅延はなく全般的に順調であり、今後も計画通りに活動が行われ、

C/P も現在のモチベーションを維持あるいはさらに高めることが期待される。 

今後は、先行しているモクバ郡、イレ郡でのモデルの運用が開始されると同時に、後発のアルトモ

ロクエ郡とジレ郡でプロジェクト活動が開始されるため、これまで以上にプロジェクトの活動を郡レ

ベルにシフトし、プロジェクトの活動を効率的に実施する必要がある。プロジェクトのインパクトの

発現、自立発展性について現時点では判断できないが、インパクト、自立発展性の確保に向けた方策

をプロジェクトでも検討し始めており、ステージ 3 での活動でその対策も盛り込まれると期待できる。 
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第6章 提言および教訓 

6－1 提言 
（1）PDM の活用 

本プロジェクト開始後、専門家チームの主導により２回の PDM の改定を行い、PDM の活

動項目や指標、PO を精緻化してきた。専門家チームはその過程を通じ、カウンターパートに

も PDM 及び PO を意識させつつ、プロジェクトの進捗管理を行っているためプロジェクトは

大きな遅れもなく、所期の成果を挙げ、円滑に進展している。このような PDM・PO を活用し

たプロジェクトの進捗・工程管理に関する専門家チームの高い意識が、プロジェクト計画に

沿って活動が凡そ進展してきた大きな要因である。引き続き、PDM を積極的に活用し、プロ

ジェクト管理・理解促進を進めていくべきである。 

（2）ステージ 3 の活動 
これまでのプロジェクト活動を通じ、州政府の公共事業・住宅部水・衛生課のカウンターパー

ト能力は一定程度向上したと思われる。2009 年から新たに対象郡が２郡加わり、4 郡を対象と

した活動を行うことになるが、本プロジェクトはコミュニティにおける井戸・ハンドポンプの

補修・維持管理の仕組みづくり、手洗い、トイレの利用の啓発が主目的のプロジェクトである

ので、今後は本プロジェクトの活動を通じ向上した州政府のカウンターパートの能力も活用し

つつ、よりコミュニティに近い郡庁のカウンターパートにさらに重点を置いた活動を実施すべ

きである。 

（3）中央政府の関与 
本プロジェクトのカウンターパート機関であるザンベジア州 DPOPH は、限られた予算・人

員のもと尽力しているといえる。また、中央政府機関である MOPH も、PSC 等の要所におい

ては担当者を派遣する等、一定の関心は持っている。しかし、MOPH は、本プロジェクトに

おいて主体的な役割を果たすまでには至っておらず、例えば、本プロジェクトの成果をモザン

ビーク国内の優良事例として広く共有したり、あるいは、他州に普及したりする等、中央機関

として期待される役割を担う姿勢は今のところ見られない。専門家が積極的に MOPH に一層

働きかける、あるいは、直接的に何らかの協力を行う、というのはプロジェクトの実情からし

て困難であるが、機を見て JICA モザンビーク事務所等が働きかけを行うのは、可能と思われ

る。 

（4）人口の把握 
PDM3 のプロジェクト目標の評価指標では、ハンドポンプ付き井戸を飲用として使用する家

庭の割合が、モクバ郡の対象コミュニティで、2011 年までに 100%となることが挙げられてい

る。しかし、現地調査の結果、新たに井戸を新設するか、あるいは給水原単位を極端に下げな

ければ、この指標を達成できないコミュニティが認められた（例えば、人口 1,000 人以上のコ

ミュニティにハンドポンプ付き井戸が 1 本しかないケースなど）。 

このことに関し、専門家チームからは、「対象コミュニティの人口は現時点では不明であり、

現地調査の説明資料に示したコミュニティの人口は、コミュニティの集合体である上位の行政
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組織のロカリダードの人口である。コミュニティの人口はこれより少なくなることから、100%
の評価指標を達成できる可能性はある。今後コミュニティの人口と戸数を正確に把握し、この

結果に基づき評価指標を調整し、これを次の PDM4 で示したい」との回答があった。 

対象コミュニティの人口と戸数は、プロジェクト目標の評価指標として示されたハンドポン

プ付き井戸を使用する戸数の増加率のみならず、同じくプロジェクト目標の評価指標として示

されている、手洗いを励行する戸数の割合の増加や、適切なトイレの使用を行なう戸数の割合

の増加にも影響を及ぼすものであり、対象コミュニティの人口と戸数の早期の把握が必要であ

る。 

6－2 教訓 
（1）PDM を積極的に活用したプロジェクト管理について 

PDM をカウンターパートとのコミュニケーション手段として活用し、かつ現実を踏まえ柔

軟に修正を加えていくことによって、プロジェクト関係者間の意識や課題の共有のみならず、

プロジェクトと直接関係のない者にとっても短期間にプロジェクトの概要及び成果を把握す

るうえで有効であった。このようなプロジェクト管理は、本プロジェクトの専門家の１人に

「PCM 計画策定」として直接の担当者（兼任）を含めたことにより可能になった。具体的な

成果が目に見えにくい技術協力プロジェクトにおいては、PDM をプロジェクト管理ツールと

して活用できる専門性を持った要員を含めることは有効と考える。 

（2）プロジェクト管理について 
本プロジェクトのように、①JICA 事務所の監理・監督が届きにくい地方部のプロジェクト、

②再委託契約による事業実施が比較的多く、かつ、再委託先には高い技術力・監理能力が期待

できない、③カウンターパート機関による主体的なプロジェクト管理が期待できない、④専門

家が長期的に派遣されない、ような場合は、短期間派遣された専門家が技術協力とプロジェク

ト管理を同時に実施せざるを得ず、成果発現に苦心する。プロジェクトの個々の状況に留意し

つつも、ローカルコンサルタントや業務調整団員の傭上や各団員の貼り付け方法等に工夫が必

要である。 

（3）GIS について 
本プロジェクトのように、広い地域を担当する実施機関が効率よく所掌範囲を管理する必要

があるような背景において技術協力が要請される場合、「GIS を活用した～」が含まれること

が多い。そのような要請背景で GIS の有効性を否定することは難しく、多くの場合では、プ

ロジェクトの付帯的なコンポーネントとして含まれることが多い。 

他方、カウンターパートに既存の GIS 活用の経験がなく、予算も不足している場合は、GIS
を導入したところで、最も基礎的な操作方法から指導する必要があるだけでなく、情報の応用

や更新が難しく、苦労して技術移転しても機材や情報が急速に陳腐化する可能性がある。本プ

ロジェクトにも、GIS 関連のコンポーネントが含まれており、第三国研修や第三国専門家の活

用によって効率的に技術移転を図る方針ではあるが、慎重な対応が必要と考える。 



添付資料1：合同評価レポート
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